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要　旨
　生活困窮者自立支援制度の「自由な運用」を推進する方法として，東近江市でのモデ
ル事業の研究で明確となった「実施体制」と「体制整備」との相互関連性を，大津市と
高島市のなかにも見出すという研究方法を用いて，かかる推進枠組みの有用性と運用面
での活用方法を検討した．その結果，実施体制のなかでも入口の相談強化や出口のプロ
グラム創出には，体制整備として，①庁内・庁外を問わず連携会議の場の創出に加え，
その場のマネジメントが重要であること．また，通常の会議とは異なった場の設定も有
用であり，②手引きの作成や地域福祉計画等の委員会が相当すること．国のマニュアル
にある「資源の開発」は各自治体においてハードルが高いことから，民間組織が先行す
る取り組みを評価し制度運用に活用することが有効な方法であり，そのための体制整備
としては，③資源の開発における公民協働の方式が有効である．実施体制とその体制整
備の概念化は，運用上の指針として，また比較分析の枠組みとして有用である．
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　１．本研究の背景と目的
　われわれが，生活困窮者自立支援制度における自治体レベルでの運用に関する調査研究をス
タートさせたのは，滋賀県東近江市における計画策定モデル事業（2012年）の研究受託を契機
としている．本自立支援事業がスタートした 2015年 4月からすると，3年の先行期間を有して
いる．その間，受託機関としてモデル事業を通して庁内連携と庁外連携の両面における事業の働
きかけを行い，制度運用のための連携に関する体制整備においていくつかの成果を生み出した．
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その経過と内容については，平野隆之（2014）においてまとめている．本稿は，その成果の普遍
化を目指すための第一歩として取り組んだ滋賀県内の動向調査と，同県内の 3自治体の事例調査
の結果を踏まえた研究の成果である．
　まず，東近江市でのアクションリサーチとしての研究成果について，以下 3点に整理し，本稿
における出発点としておきたい．この生活困窮者自立支援法は，厳密に支援対象や内容を規定し
ているわけではなく，むしろ「枠組み法」としての性格をもっている．第 1の成果は，制度の趣
旨に反しない限り「自由な運用」に着手することについて庁内・庁外メンバーと合意形成をはか
れたことである．とりわけ，生活困窮を経済的な困窮に限定することなく，社会福祉協議会（以
下，社協と略す）が実施する地域福祉権利擁護事業 1）における支援の実績等を踏まえ，判断能力
の乏しいあるいは社会的に孤立し福祉サービスにうまく接近できていないなどのより幅の広い人
への予防的な支援を担ってきた地域福祉を，行政が再評価したことが大きく影響している．
　第 2に，行政内における合意の主体は，第一線の行政職員（ワーカー等）ではなく，また課長
等の管理職でもなく，「自由な運用」の方法を発案する中間マネジャーの存在であったというこ
とである．その具体的な取り組みの出発は，生活困窮者を対象に含む相談現場の中間マネジャー
からの対象設定に関する問題提起と，それを受け止める政策担当の中間マネジャーにおける予防
的福祉への関心，という 2部門間での合意形成である．それを実現できたのは，国から提示され
る要綱やガイドラインの理解に多くの努力を傾注するのではなく，生活困窮者自立支援制度の固
有の計画策定作業のなかで相談現場と政策担当との協議が成立したことによる．相談現場が既存
ケースの洗い直しの調査を踏まえて，共有できる生活困窮に関する緩やかな判断基準を作成し，
政策担当が予防的な支援が可能な，しかも各種相談機能を生かすネットワーク型支援の枠組みを
作ることを求めたことで協働作業が進んだといえる．
　第 3の成果は，合意形成の内実として相談支援の強化もさることながら，強化すべき領域は
「出口プログラム」の開発とそのための庁外機関とのネットワークづくりであるとし，計画策定
作業の場で協働の取り組みを具体的にはかったことである．この過程は，自治体の自前の支援枠
組みをもとに，出口プログラムの試行的な試みを本格実施に先行して取り組むことで実現してい
る．具体的には，これまで民間機関が行ってきた制度外の支援を積極的に評価し，予算化による
バックアップを図ることである．滋賀県内では，全国的に「障害者就業・生活支援センター」と
呼称されている事業が，「働き・暮らし応援センター」として，上乗せされた形で実施される 2）
とともに，上記事業において規定されている障害分野以外の支援にも取り組んできた実績をも
つ．この先行的な取り組みが，生活困窮者の中間的就労への広がりを支えてきたといえる．この
ように出口づくりに求められている資源開発は，全く新たな資源を新たに生み出すというより
は，既存の先行する取り組みの再評価を積極的に実施することから進むといえる．
　東近江市においてわれわれがこのような成果に取り組むことができた背景には，2014年に先
駆的なモデル自治体（足立区・野洲市・高知市など）のヒアリング調査を実施し，制度運用に向
けての「体制整備」において担当組織がより横断的な性格を持つことの重要性を認識できたこと
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も影響している．また，滋賀県および県社協からの依頼もあって，滋賀県内での研修および研究
的な取り組みを行う機会を得ていたことなどによって，東近江市のモデル事業の内容を相対化す
る試みが可能となったことも影響している 3）．
　この研修・研究事業を通して滋賀県内の都市自治体に対し調査 4）を実施した．さらに，2015
年 6月以降，全国の 10都市自治体（滋賀県内の 4自治体を含む）の定点観測が可能となる大型
の研究プロジェクト 5）が開始されたなかで，より広範な研究枠組みを構築しつつある．その中で
滋賀県内の 3自治体の事例調査を進めてきた 6）．
　本稿は，次のような目的をもつ．東近江市のモデル事業研究のなかで明確となってきた連携に
関する「体制整備」の要素や，「実施体制」との相互関連性をさらに深め，生活困窮者自立支援
制度の「自由な運用」を推進するための方法として発展させることにある．そのために，滋賀県
内の都市自治体での取り組みを「実施体制」と「体制整備」に分けて比較研究するものである．
分析枠組みとしては，第 1に制度運用のための「実施体制」（①事業実施の種類，②担当組織，
③委託機関，④実施に至るモデル事業の取り組み）と，それをつくり出すための「体制整備」
（①庁内や庁外における連携のための会議の設置，②共同した調査活動，手引き・ガイドライン
等の作成や計画上の位置づけ，③資源の開発における公民協働の取り組み）を区別し，両者を別
個に分析するとともに，両者の相互関連性を明らかにする．
　この分析枠組みに沿って，以下では，最初に滋賀県下の「実施体制」における行政の担当組
織・委託組織の分析，第 2に東近江市・大津市・高島市の「実施体制」および事業実績の比較，
第 3に同 3自治体における「体制整備」の構造，最後に「実施体制」と「体制整備」とを関連づ
ける方法に関する研究課題を整理しておきたい．
　２.滋賀県における生活困窮者自立支援事業の実施体制
　１）滋賀県内の特性―全国動向との比較
表 1　全国と滋賀県との実施体制の比較
全国 滋賀県
数 割合 数 割合
市におけるモデル事業実施割合 2013年度 37 5％ 3 23％
2014年度 213 26％ 9 69％
自立相談支援の運営方法
直営 360 40％ 10 71％
委託 441 49％ 2 14％
直営＋委託 99 11％ 2 14％
任意事業（2015）実施割合※
就労準備支援事業 253 28％ 7 50％
家計相談支援 205 23％ 9 64％
一時生活支援 172 19％ 4 29％
子どもの学習支援 300 33％ 10 71％
注）数字は厚生労働省が提供している「モデル事業の概要」（平成 25年度・26年度），「生活困窮者自立支援制度の実施状況
について」（平成 27年 6月 8日），「生活困窮者自立支援制度の取組状況」（平成 27年 9月 14日生活困窮者自立支援制度全
国担当者会議資料）より作成している．
※は福祉事務所設置自治体が分母となっており，滋賀県下は 13市＋県の 14を分母として計算している．
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　全国と比較した滋賀県の特徴として，次の３点をあげることができる（表１参照）．
　第 1に滋賀県では，モデル事業の実施時期から，生活困窮者支援に積極的に取り組んでいると
いう点である．モデル事業実施割合は，全国が 2013年 5％，14年 26％に対して，滋賀県内の市
では 23％，69％と高い割合を示している．さらに，円滑化事業の採用まで加えると，滋賀県で
は，1市を除いてすべての市が何らかの事業を実施していることになる．
　第 2に自立相談支援は圧倒的に直営が多いという点である．全国では委託が直営を上回り約半
数を占めるのに対して，滋賀県内の自治体は直営が 7割以上となっており，委託は 2か所のみと
なっている．委託の場合も委託先は社協となっており，市との共同運営の形をとっており，行政
の主体的な取り組みが多い．
　第 3に本格実施後も任意事業の実施割合が高く，積極的な取組を継続しているという点であ
る．就労準備支援は，熊本県 7）（100％）・京都府（88％）・新潟県（57％）に次いで全国で 4番目
に高い実施割合となっている．家計相談支援も熊本県（100％）に次いで 2番目に高い．9か所
のうちの 8か所は社協への委託となっている．子どもの学習支援は 7割以上の実施率で，全国で
6番目となっているが，滋賀県内の残りの 4か所も実施検討中となっており，ほぼすべての自治
体が実施を予定している．一時生活支援は，全国的にも低い実施割合（19％）となっており，滋
賀県でも 29％と 3割に満たない．それでも全国的には，8番目の実施割合となっている．
　２）滋賀県内都市自治体の事業の実施体制
　次に，滋賀県内の 13市の実施体制を具体的にみる中でその特徴を整理する（表２を参照）．
　（1）担当組織について
　①モデル事業実施時点での担当組織
　「生活保護を担当する課が主管する自治体」が 8か所（61.5％），「福祉の政策・企画部門が担
当する自治体」が３か所（23.1％：米原市・東近江市・大津市），「その他」が１か所（7.7％：
野洲市），「未定」が１か所（7.7％：守山市）となっていた．なお，全国的な動向としては，主
管部局が生活保護分野となっているところが 73％，地域福祉分野が 19.3％となっており，生活
保護分野が主な担当課となっている 8）．生活保護を担当する課が所管する理由としては，「新制
度に一番密接に関わる業務を行っている」「生活相談全般が寄せられる窓口である」といった生
活保護との関連を重視する理由のほかに，「県からの通知が生保担当部局であったため」といっ
た，国や県からの流れによって担当課が決定されている実態も明らかとなった．
　一方，政策・企画を担当する課が主管課となっている理由については，課をまたいで庁内の連
携体制の構築が必要であり，それを行うのに適任であることや，地域包括支援センターでの総合
相談体制として仕組みを構築するといった理由がみられた．大津市は 2013年度のモデル事業で
は社会福祉課が担当したが，2014年度には福祉政策課となっている．その理由を「庁内体制の
構築を行うにあたって，政策部門の担当課が適任であるため」としている．
　「その他」に該当する野洲市では「市民部市民生活相談課」が所管しており，厚生労働省の資
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料でも事例として紹介されることも多い 9）．野洲市は消費者行政を中心に多重債務支援に力を入
れ，その流れからパーソナル・サポート・サービスモデル事業や生活困窮者自立支援モデル事業
に取り組んできている．「野洲市市民相談総合推進委員会設置要綱」を策定し，関係各課が問題
の解決のためにネットワークを組み具体的対策がとれる場を設置している．また，2015年 4月
からは「野洲市債権管理条例」を制定し，滞納情報を一元的に管理し，支援のきっかけにする体
制も整備されている．
　②本格実施での担当組織の変化
　本格実施後，担当組織に変化が見られた市は，守山市・近江八幡市・東近江市・湖南市の 4市
となっている．
　守山市と近江八幡市は政策課が担当になった．近江八幡市は，福祉分野が本庁舎と別館（本庁
舎と別敷地）にあり，生活保護担当（社会福祉課）と福祉総合相談（地域包括支援課・企画をも
つ）のどちらが担当するかを検討した結果，モデル事業では県の担当部署の流れもあり本庁舎に
ある生活保護をもつ課が担当となっていた．本格実施では，「社会福祉課」を「福祉施策援護課」
とし，企画・総務と生活保護を併せ持つ課で，「福祉暮らし仕事相談室」を新たに設ける形と
なっている．
　東近江市は，モデル事業では先の成果でも触れたように，単独計画を策定する必要から政策担
当課が担い各課の調整役を務めてきた．本格実施に移行する中で，自立相談の窓口をもつ福祉総
合支援課が所管する形となった．湖南市は，健康福祉部の中に「住民生活相談室」を設置し，そ
こで生活困窮者支援と消費生活相談を併せ持った窓口を設置している．
　（2）任意事業の実施体制
　次に，任意事業の実施体制をみる．まず，モデル事業との関連をみると，モデル事業で任意事
業を全く実施していなかった市は 5市（長浜・甲賀・守山・米原・湖南）となっており，残りの
8市は何らかの任意事業を実施したうえで本格実施を行っていた．事業別にみると，いずれの事
業も約半数はモデル事業を経験してから本格実施となっていた．学習支援については，本格実施
からの実施が他の事業に比べて多くみられた．家計相談支援は 2市（草津市・大津市）がモデル
事業を実施したが，本格実施では取り組まず，自立相談支援の中に吸収して実施している．
　次に本格実施における任意事業の実施主体をみると，就労準備支援と家計相談支援は委託が中
心となっているのに対して，一時生活支援と子どもの学習支援は直営が多くなっている．委託先
は，就労準備支援は 2か所が社協のほか，事業団や働き・暮らし応援センターなど多様な主体と
なっている．それに対して家計相談支援は，野洲市の直営以外，すべてが社協への委託となって
いる．社協がもつこれまでの生活福祉資金等の貸付や地域福祉権利擁護事業の実績が評価されて
の結果とみることができる．一時生活支援は大津市ではホームレス支援の NPOがもともとあっ
たため委託となっているが，それ以外の市は資源がないため直営での実施となっている．
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　比較的多様な任意事業を実施している市の中でも，彦根市はすべてが直営となっているのに対
して，大津市はすべて委託となっているなど，市によって特徴が出ている．大津市は民間資源が
豊富であることが背景として挙げられる．彦根市は，事業の内容を市として把握するために，当
初は直営で実施したうえで委託を検討するという方針からの判断である．
　３．事業実績からみる３市の特徴とその要因
　ここでは，国が配布している実績ソフトから出力される報告書をもとに，東近江市，大津市，
高島市の比較を行い，各市の特徴を明らかにするとともに実施体制との関連を分析する．
　１）国の目安値との比較による実績の状況
　まず 3市と全国との比較を行う．表 3の生活困窮者の自立支援状況調査の結果をみると，新規
相談件数は全国的に国の目安値 20人に対して 8割水準となっているが，大津市は 17.1人，東近
江市は 21.8人，高島市 25.6人となっており，全国の実績を上回る件数となっている．特に高島
市は 25人と多い結果となった．プラン作成件数は，全国的に低水準であるのに対し，東近江市
は 13件と国の目安値を超えている．大津市は 3.4人で全国の実績よりもやや多く，高島市は 2.0
人で全国実績を下回る値となっている．就労支援対象者数は，全国的に 1.7人と低水準となって
いるが，東近江市・大津市・高島市も目安値を下回る結果となっている．
表 3　生活困窮者自立支援制度における支援状況調査（2015年 4月～ 7月）
国の目安値 全国人口の 10万人
あたりの数
東近江市 大津市 高島市
全体 中核市 実数 10万人あ
たり※
実数 10万人あ
たり※
新規相談受付件数（月） 20 16.6 14.5 21.8 51.3 17.1 12.8 25.6
プラン作成件数（月） 10 2.7 2.8 13.0 10.3 3.4 1.0 2.0
就労支援対象者（月） 6 1.7 1.7 3.5 7.5 2.5 1.0 2.0
就労支援対象者（4月～ 7月） ― 8,701 1,209 14 30 ― 4 ―
就労・増収者（4月～ 7月） ― 7,897 971 6 20 ― 0 ―
注）全国の値は，生活困窮者自立支援制度全国担当者会議資料（2015年 9月 14日）より作成。
※大津市は人口約 33万人であり，30万人として 10万人あたりの数を出している．高島市は，人口約 5万人
として計算している．東近江市は人口約 10万人のため，実績値を掲載している．
　なお，これらの集計結果は，各月単位での実績の平均となっており，新規相談対象者とプラン
作成件数，就労・増収者はそれぞれに対象者が異なる．これまでの相談者の累積の中から，その
月にプランを立てたもの，評価をしたものの実績であるため，新規相談者のプラン，評価ではな
く，モデル事業の実施期間などが大きく影響する数字といえる．
　２）３市の比較からみる入口・出口の状況
　3市について，2015年 4月～ 7月の報告書の結果の比較から，入口・出口の特徴を把握する．
　（1）入口の分析
　まず，入口として，新規相談者の属性と相談経路（表 4），初回スクリーニング結果（表 5）を
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みる．利用者の属性をみると，東近江市は男性と 30代からの相談，大津市は男性と 40代・高齢
者からの相談，高島市は女性と高齢者の相談が多い．相談経路は本人からと関係機関からの紹介
が主となっているが，東近江市は本人の来所が多く，高島市は本人の電話・メールが多いなど，
市によって特徴が出ている．スクリーニング結果は，東近江市は「プラン策定」が多く，大津・
高島市では「他制度・他機関等へのつなぎ」が多い．また，東近江市は「緊急支援の必要性」の
判断や住居確保給付金の割合が高い．
　（2）出口の分析
　次に，出口の状況としてプランの内容（表 6）と評価結果（表 7）をみる．プランの内容では，
表 4　新規相談受付者の属性と相談経路
東近江 大津 高島
受付総数（件数） 87 138 51
受付総数（割合） 100.0％ 100.0％ 100.0％
性
男性 54.0％ 57.2％ 39.2％
女性 40.2％ 42.8％ 58.8％
不明 5.7％ 0.0％ 2.0％
年齢
～ 10代 0.0％ 0.7％ 2.0％
20代 9.2％ 4.3％ 7.8％
30代 25.3％ 15.2％ 11.8％
40代 17.2％ 25.4％ 13.7％
50代 13.8％ 15.9％ 19.6％
60～ 64歳 10.3％ 12.3％ 3.9％
65歳～ 5.7％ 20.3％ 25.5％
不明 18.4％ 5.8％ 15.7％
相談経路
本人（来所） 32.2％ 51.4％ 25.5％
本人（電話・メール） 4.6％ 18.1％ 31.4％
家族・知人 (来所 ) 8.0％ 1.4％ 0.0％
家族・知人（電話・メール） 3.4％ 2.2％ 5.9％
自立相談支援機関が把握 0.0％ 0.0％ 3.9％
関係機関・関係者紹介 36.8％ 52.2％ 41.2％
その他 0.0％ 9.4％ 2.0％
不明 16.1％ 2.2％ 0.0％
表 5　新規相談の初回スクリーニング結果
東近江 大津 高島
スクリーニング実施ケース数 88 137 53
スクリーニング実施ケース数 100.0％ 100.0％ 100.0％
内訳
情報提供・相談対応のみで終了 26.1％ 24.8％ 24.5％
他制度・他機関等へのつなぎ 23.9％ 48.2％ 34.0％
本人未同意，同意に向けて取り組む 1.1％ 5.1％ 11.3％
継続支援し，プラン策定 45.5％ 21.9％ 26.4％
スクリーニング判断前に中断・終了 3.4％ 0.0％ 3.8％
不明 0.0％ 0.0％ 0.0％
緊急支援の必要性：あり 14.8％ 10.2％ 1.9％
内訳 住居確保給付金 8.0％ 0.7％ 0.0％一時生活支援事業 0.0％ 0.0％ 0.0％
注）表４・５・7の大津市のデータは社協のみの集計となっており，表 3・6は自立相談支
援を実施する 3機関の合計値となっている．
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大津市と高島市ではプラン期間中の一般就労目標の割合が高い．各制度の利用割合は大津市では
「自立相談支援事業による就労支援」と「住居確保給付金」「生活福祉資金による貸付」の割合が
高い．「一時生活支援」も一定の割合での利用がみられる．高島市は，「家計相談支援」「生活福
祉資金による貸付」の割合が高い．東近江市は，「自立相談支援による就労支援」の割合が半数
を超えて高いが，その他は２市に比べて利用割合が低くなっている．
　評価結果をみると，高島市は評価実施数自体が極端に少ない．大津市は，人口規模に対して，
評価人数は多くないが，評価を実施した多くは終結し，就労につながる割合が高い．東近江市で
は，評価実施者が多い．評価結果は終結が 68％，再プランが 32％となっている．表には載せて
いないが，評価 68名のうち，初回プランの評価が 24名，再プランの評価が 44名となっており，
初回での終結は 54％，再プランでの終結が 75％となっていた．見られた変化としては，「一般就
労の達成」約 3％，「増収」約 6％と低い数字となる．そのほか，就労関連の改善が約 10％，自
立意欲向上 34％，社会参加機会の増加 15％となっている．生活保護適用，障害者手帳取得はそ
れぞれ約 3％という結果となった．
表 7　評価結果と見られた変化
東近江 大津 高島
初回プラン・再プラン合計 68 20 1
評価結果 終結 67.6％ 85.0％ 100.0％
再プランして継続 32.4％ 15.0％ 0.0％
中断 0.0％ 0.0％ 0.0％
プラン策定時：一般就労を目標に設定 23.5％ 75.0％ 100.0％
見られた変化 一般就労開始を達成 2.9％ 85.0％ 0.0％
就労収入増加 5.9％ 10.0％ 0.0％
職業訓練・就職活動など就職関連 10.3％ 25.0％ 0.0％
家計の改善・債務整理 7.4％ 20.0％ 0.0％
生活保護適用 2.9％ 15.0％ 100.0％
障害手帳取得 2.9％ 0.0％ 0.0％
自立意欲の向上・改善 33.8％ 20.0％ 0.0％
社会参加機会の増加 14.7％ 10.0％ 0.0％
表 6　プランの内容（初回・再プラン合計）
件数 割合
東近江 大津 高島 東近江 大津 高島
プラン作成件数 52 41 4 100％ 100％ 100％
プラン期間中の一般就労を目標にしている 14 30 4 26.9％ 73.2％ 100.0％
法に基づく
事業等利用
住居確保給付金 5 13 0 9.6％ 31.7％ 0.0％
一時生活支援事業 0 7 0 ― 17.1％ ―
家計相談支援事業 3 0 1 5.8％ ― 25.0％
就労準備支援事業 0 2 0 ― 4.9％ ―
認定就労訓練事業 0 0 0 ― ― ―
自立支援相談支援事業による就労支援 28 28 4 53.8％ 68.3％ 100.0％
その他 生活福祉資金による貸付 2 13 1 3.8％ 31.7％ 25.0％
生活保護受給者等就労自立促進事業 0 12 0 0.0％ 29.3％ 0.0％
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　３）事業実績からみる 3市の特徴
　分析の結果を，「実施体制」のうち自立相談支援の実施機関と，モデル事業からの経緯の視点
で整理する．自立相談支援の実施機関は，東近江市は主に市直営で一部を就労支援の事業所に委
託，大津市は主に社協が担い，一部一時生活支援実施団体と市が実施，高島市は社協へ委託し市
と共同運営をする形となっている．また，モデル事業は東近江市が 2013年 10月から，大津市が
2014年 1月から，高島市が 2014年 10月からの実施となっている．
　①入口の状況について
　相談の件数については，3市とも全国値を上回る数となった．いずれの市もモデル事業を経て
の実施であるため，一定周知が進んでいること，東近江市と大津市は掘り起こしも進み，一定相
談件数が落ち着いて来ている段階とみることができる．
　スクリーニング結果では，東近江市はプラン策定の割合が高く，大津市と高島市は「他制度・
他機関等へのつなぎ」が多いことが特徴となっていた．その背景として，東近江市では直営の自
立相談窓口の位置づけを第一次的な総合相談とはしておらず，各相談窓口の後方支援をとってお
り，より生活困窮者自立支援制度に合致する相談者が訪れていることが考えられる．また，市の
地域包括支援センターと同じ課であり，プランを策定して計画的に支援を行うという方法論が根
付いているとみることができる．
　一方，大津市と高島市は主に社協の相談窓口が入口となる．そこでは総合相談として多様な相
談が寄せられている．自立支援制度の枠を超えての相談も多く，結果「他制度・他機関等へのつ
なぎ」の割合が高くなると考えられる．自由記述式でのつなぎ先をみると，社協の中の貸付や地
域福祉権利擁護事業などでの対応が多くなっている．相談者の年齢層も大津市と高島市では，高
齢者が一定割合を占めているのに対して，東近江市は 30代からの相談割合が高いこともこうし
た背景が影響していると考えられる．
　また，直営と委託で，大きな差がみられたのが，緊急支援における「住居確保給付金」の割合
である．東近江市では，8％と多くなっており，同一部署で，相談と給付金を扱う強みとみるこ
とができる．
　②出口の状況について
　プラン内容と評価結果をみると，高島市は，まだモデル事業からの蓄積が浅いため，プラン，
評価ともに数が少ない状況となっている．その中でも，プランにおいては，家計相談支援の割合
が高くなっている．これは，社協において自立相談支援と家計相談支援を一体的に実施している
ためと考えられる．
　大津市では，相談に対するプランの割合は高くないが，プランにおける就労支援の利用割合
や，評価における一般就労を達成した割合が非常に高い結果となった．多くの相談の中から就労
ニーズを前提としてプラン策定へと進み，集中的に就労支援を行うことで，就労の成果が出てい
るとみることができる．
　東近江市は，プランにおける法に基づく事業の利用割合が全体に低くなっていた．ただ，就労
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支援は，困窮者自立支援制度以外で独自の方策をもっており，そうした事業を活用しているとみ
ることができる．プランの中でも再プランの策定割合が高く，再プランでの終結も高いため，モ
デル事業からの長いスパンの中で様々な支援を試行した結果として，現在の評価結果があるとみ
る必要がある．
　４．3市における体制整備の比較
　すでにみてきたように，国が示す生活困窮者支援の評価は，相談者の数や相談後の対応状況，
相談者の就労への移行状況など，自立相談支援事業の実績が対象となる．当然のことながら，
「自立相談支援」の実績（結果）は，各種任意事業の実施の有無，事業の実施機関がどこである
か，などの「実施体制」における差が反映している面があるのは，これまでのところで触れた通
りである．
　ここでは，自立相談支援事業の「実施体制」を取り巻く環境条件に相当する「体制整備」の取
り組みが先の実績にも影響していることに注目する．前節同様に，3つの自治体における「体制
整備」の取り組みの比較検討を行う．しかし，そのための分析枠組みが十分に妥当なもとして成
立しているわけではなく，この間の調査・研究作業の中間的な成果として，本稿の目的において
触れた３つの要素を「体制整備」の取り組みとして設定する．
　第 1の要素は，庁内や庁外の連携体制としての会議や委員会の設置，構成メンバーや運営方法
である．第 2の要素は，利用者の掘り起しのための調査活動，支援のためのガイドライン作成，
さらには必須・任意事業に関する計画や関連計画（主には地域福祉計画）への盛り込み，などの
作業過程とそれへの参加，第 3には，出口支援を中心とした新たな資源の活用や開発における公
民協働の取り組み，が含まれる．以上の 3つの要素を要約して，①連携会議の場，②手引き・ガ
イドライン作成や計画の作業過程，③資源の開発における公民協働，として整理し，それらが各
自治体において，どのように組み合わされながら，例えば時間的な経過を追って展開されている
か，既存の取り組み成果をどう発展させているのかなどについて，分析を試みることにする．
　１）大津市を例とした体制整備の要素
　図１は，大津市の事業実施体制を示したものである．必須事業の「A：自立相談支援事業」を
中心にしながら，「B：住居確保給付金」，実施している任意事業の「C：就労準備支援」「D：一
時生活支援」「E：学習支援」をその担い手組織との関連を視野にいれながら配置した．
　具体的に実施主体について解説しておくと，以下のようになる．「A：自立相談支援事業」は
社協が受託し，モデル事業で実施していた「家計相談支援」は，本格実施では自立相談支援に含
んだ対応となっている．「B：住居確保給付金」は行政の生活福祉課が直営する体制，「D：一時
生活支援」は行政から NPO法人「大津夜まわりの会」とＮＰＯ法人リバティ・ウィメンズ・ハ
ウス「おりーぶ」に委託し実施されている．もともと，ホームレス支援や DV等のシェルター
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を運営するなど，居住支援を先行して行っていた団体である．自立相談支援を実施する機関（窓
口）は社協をはじめ，行政の生活福祉課，そして「大津夜まわりの会」の 3か所となる．
　「C：就労準備支援」は，これまで障害者の就労支援で実績のある OSK（NPO法人おおつ「障
害者の生活と労働」協議会／働き・くらし応援センター）が行っている．OSKでは，これまで
にも障害者に限らず，手帳のない相談者も独自事業としての受け入れを行ってきており，今回そ
の一部が就労準備支援として，制度の枠で支援可能となった．「E：学習支援」も，学習支援の
実績をもつ NPOや学区社協が実施する．さらに，子ども家庭福祉を専門とした幸重社会福祉士
事務所が全体アドバイザーとしての役割を担っている．大津市の場合には，「体制整備」のなか
の③資源の開発における公民協働が，民間ベースで進んでいた取り組みを行政が積極的にこの制
度枠組みのなかに取り入れ，任意事業として採用したものとみることができる．
　この図式化作業は，これらの機関が構成メンバーになっている「生活困窮者自立支援運営協議
会」の第 1回会議のなかで取り組まれたものである．いいかえれば，「実施体制」をめぐる役割
分担の確認が「自立支援運営協議会」のなかでなされたことを意味するもので，3つの要素のう
ちの「①連携会議の場」によって，「体制整備」が進められている側面としてみることができる．
他の連携や調整の会議としては，庁内連携会議と支援調整会議が設置され機能している．
　事業の実施体制をみる限り，広範な任意事業が既存の取り組み実績を有する多様な民間主体に
よって担われていることが明確であり，それらを結びつける場として，「自立支援運営協議会」
が方向性を判断する機能をもち，日常的な情報共有は支援調整会議等の場で進められる．さら
に，より幅広い地域連携のための会議として「生活困窮者自立支援地域連携会議」が用意されて
図 1　大津市における事業の実施体制
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いる．こうした「①連携会議の場」が，「体制整備」を生み出す機能を発揮できている条件とし
ては，これまで社協が培ってきた「地域福祉権利擁護事業」における総合相談的機能やそれを契
機とした「相談機関連絡会」，権利擁護の課題を扱った「高齢者・障がい者の権利擁護研究会」
などのネットワーク基盤が構築されていることがある．大津市社協の役割が，ネットワークの事
務局であることが組織的にも合意されていることが背景にある．
　
　２）高島市・東近江市との体制整備の比較
　結論を先に示すと，高島市と東近江市における「体制整備」のための要素は，「②手引き・ガ
イドライン作成や計画の作業過程」が出発点にある．もちろん，大津市において重要な役割を果
たした「①連携会議の場」が同時並行的に用意されている．むしろ，重要なことは，「①連携会
議の場」をどのように用意するべきかについて示すものが，ガイドラインであり，計画というこ
とになる．この 2市については，大津市とは異なり，この「②手引き・ガイドライン作成や計画
の作業過程」の説明を中心に行う．
　①高島市
　高島市の場合には，社協がモデル事業に先行して策定を進めてきた「第 2次地域福祉推進計
画」（2015～ 2019年）の推進目標 4のなかで，「行政との協働による生活困窮者自立支援事業の
実施」を謳い，2014年から行政とともにそのための研究会を立ち上げてガイドラインの作成を
進めた．その成果である『高島市生活困窮者自立支援の手引き』のなかで位置づけられた庁内連
携会議や関係機関による「運営委員会」，さらに「運営委員会」のもとに設置された 2つの部会
（子どもの貧困対策と就労支援）など，本格実施にむけて取り組むべき事業の可能性を検討する
という過程を取っている．それがうまくいくと，この部会が「体制整備」の「③資源の開発にお
ける公民協働」を，条件づける役割を果たすことになる．また，大津市と同様の「相談窓口職員
連絡会」なども自立相談支援のバックアップ機能を果たしている．すでにみたように高島市の場
合には，任意事業は「家計相談」のみの実施であり，2つの部会は今後の「就労準備支援」や
「学習支援」の取り組みを展望するものである．
　②東近江市
　他方，東近江市は，モデル事業の 3カ年を活用して 2015年度の本格実施に先行して，生活困
窮者自立支援事業の推進のための単独計画である「地域生活支援計画」を作成している．すでに
1の本研究の背景のところで触れたように，計画作業のなかで地域福祉の視点から相談支援につ
いてはネットワーク型で，社会的孤立への対応を積極的に行うなどの予防的福祉に取り組む方向
性に合意している．
　計画の策定過程のなかで，必須事業の「A：自立相談支援事業」を行政の福祉総合支援課が直
営で実施し，「B：住居確保給付金」も同じ課が担当する体制をとり，「自立相談支援」の「就労
支援員」の配置を「働き・暮らし応援センター tekito-」に委託し，行政の窓口とは別に「働き・
暮らし応援センター tekito-」内に窓口を設ける形をとっている．任意事業として，社協が「E：
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学習支援」と「F：家計相談支援」を実施している．本格実施以降も計画をもとにした連携の推
進や体制の整備が可能となっている．
　さらに多様な出口支援の「体制整備」が，モデル事業や計画策定プロセスを通して推進されて
いる．注目すべきものの 1つは，就労支援の充実を目指した就労プロジェクトが庁内連携の１つ
の形として作られた点である．商工労政課が事務局を担い，福祉担当部署やまちづくり協働課が
連携して就労支援の体制を整備してきたものである．もう 1つは，「働き・暮らし応援センター
tekito-」がまちづくり協働課や農林水産課と開拓してきた中間的就労の取り組みがあり，地域
の必要を障害者等の就労と結び付け，地域課題の解決を図るというまちづくりの発想をもってい
る点である．これは，庁外連携の代表的な取り組みといえる．2015年の本格実施から，新たに
商工労政課で「しごとづくり応援センター」を設置し，市内事業所の求人開拓，求職者への職業
紹介等を行っている．また，庁内の就労支援に関連する部署を横断する連絡会議等を開催してい
る．これらの動向は，体制整備の「③資源の開発における協働」として整理することができる．
　５．まとめ―実施体制と体制整備との関連づけのための研究課題
　１）「実施体制」と「体制整備」との相互関連を進める方法
　本稿では，生活困窮者自立支援制度の「自由な運用」を推進するために，最初に着手した東近
江市でのモデル事業研究のなかで明確となった「実施体制」と「体制整備」との相互関連を進め
る方法を，滋賀県内の都市自治体とくに大津市と高島市での取り組みのなかに共通性を見出し，
「実施体制」と「体制整備」という分析枠組みの有用性と実際の運用面で活用方法としての普及
性を検討してきた．
　その結果，「実施体制」のなかでも相談支援の強化や出口プログラムのための担い手を創出す
るためには，庁内・庁外を問わず，「①連携会議の場」を作り出すことに加えて，その場のマネ
ジメントが重要な意味を持つ．しかし，それに成功するためには，一方で関係機関をネットワー
クする実績が必要であり，その蓄積を活用するなかではじめて確保されていることが判明した．
他方で，通常の会議とは異なった別の委員会等の設定も有用であることが判明している．それが
「②手引き・ガイドラインの作成や計画の作業過程」を担う委員会である．
　実施体制としての新たな担い手組織を独自に作り出すことは困難である．国のマニュアルに示
されている「資源の開発」は，各自治体においてもハードルが高い．その意味では，民間組織と
して先行する取り組みを評価し，その事業の持続性を支援し，本制度の一環として活用すること
が有効な方法である．そのための「③資源の開発における公民協働」の方式が不可欠であるとい
うことになる．
　その取り組みは，もともと生活困窮者自立支援制度として開始されているものではないため，
柔軟な読み替えを行う必要がある．そのための協議の場，合意形成の場が確保されることが必要
といえる．その場には，むしろ行政担当部門が行政参加するといったような関係を構築すること
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が必要となっている．
　これらの体制整備における方法は，実際の運用面で活用可能なものといえる．また，以下に示
す研究プロジェクトにおいて活用可能な分析枠組みを提供しているとも判断できる．
　２）今後の研究課題
　こうした「体制整備」の進展が，どのように実施事業の実績に影響を与えているのかを明確に
することは，今後の研究課題といえる．その意味では，本研究においては，滋賀県内の詳細な
データ分析を進めながら，「体制整備」に関する事例調査，経過観察を継続する必要がある．継
続的に支援内容とその結果を入力する努力が現場でなされており，その協力を得ながらパネル調
査のような手法が必要となっている．そのなかで，実際に取り組まれている「①連携会議の場の
マネジメント」に関するグループインタビュー調査も意義あるものと考えている．
　注の 5）において紹介している 5年間継続の大型プロジェクトにおいて，そのための方法を検
討しており，また滋賀県外の自治体にも協力を得て，地域性や地域資源の開発状況における多様
な要因を含めて，「実施体制」と「体制整備」との相互関連を把握する計画を進めている．その
作業の過程で，東近江市でのモデル事業研究の成果として，相談部門と企画部門の中間マネ
ジャー層の役割に着目した問題意識を深める点も研究課題に含める予定である．先の「①連携会
議の場のマネジメント」に関するグループインタビュー調査において，その問題意識を反映させ
ることを想定している．
注
1）日常生活自立支援事業．滋賀県下では，現在も地域福祉権利擁護事業の名称を用いている．当初から
市町村社協事業としてスタートさせており，その利用実績は全国トップレベルにある．
2）国設置の「就業・生活支援センター」に配置されている就業支援および生活支援の担当に加えて，職
場開拓（員）と定着支援（就労サポーター）の担当が県の単独補助によって，7つの福祉圏域に配置さ
れている．
3）2014年度社会福祉推進事業としての研究である．研究成果は『生活困窮者の把握や地域のネットワー
クづくりの推進に関する調査・研究事業報告書』（日本福祉大学）としてまとめている．
4）2014年 7月，研修を通して滋賀県内の 13市に調査表を配布し，モデル事業の実施体制や実施状況を把
握した．同 9月の研修において回答をもとに，各市からのヒアリングを行っている．
5）本プロジェクト研究は，私立大学戦略的研究基盤形成支援事業（文部科学省）「重複化する福祉制度の
設計と自治体運用に関する評価とフィードバック」（代表：平野隆之）として日本福祉大学福祉政策評
価センターが 2015年度から 5年間の計画で実施している．
6）東近江市・大津市・高島市の行政および社会福祉協議会においてヒアリングを行う（2015年 9～ 11月）
とともに，研究会（2015年 7月・9月）を通しての体制整備についての比較検討を行った．
7）熊本県は県行政から市町村への積極的な働きかけにより，ほぼすべての自治体で，すべての任意事業
を実施している．県が任意事業の共同実施を提案し，市の事務処理負担を軽減する方策を実施している．
8）一般社団法人北海道総合研究調査会「モデル事業実施状況調査」（2014年 6月・9月）より．
9）生活困窮者自立促進支援モデル事業等連絡会議（2014年 4月 24・25日）資料．
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